
  

東部大阪都市計画地区計画の決定（門真市決定）  
 

 

東部大阪都市計画地区計画（北島西・北周辺地区）を次のように決定する。  

 

１．地区計画の方針  

名  称  北島西・北周辺地区地区計画  

位  置  門真市大字打越、大字北島、大字野口、大字横地、千石西町の各一部  

面  積  約 33.0ha 

 
 

 
 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の

目標  

当地区は門真市の南東部にあって大阪メトロ長堀鶴見緑地線門真南

駅から北東約１ km に位置し、第二京阪道路が地区の中心を通る利便性

の高い地区である。  

門真市都市計画マスタープランにおいて、南部生活拠点に位置づけら

れていることから、土地区画整理事業による基盤整備を行い、広域交通

網を活かした物流施設等を配置する。また、子育て世帯の定住促進に資

する施設や公園・緑地を適切に配置することにより、緑豊かで計画的な

都市の形成を目標とする。  

土地利用の

方針  

地区計画の目標を実現するため、商業・業務複合地区にはにぎわいを

生み出すスポーツ関連施設及び交流拠点となるコミュニティ施設や、第

二京阪道路の交通利便性を活かした産業・物流施設及びものづくり産業

を誘導し、公共公益施設地区には子育てしやすい住環境を形成するため

の公共公益施設や防災機能を有する公園・広場を配置すると共に、既存

集落と調和を図った計画的な土地利用とする。  

建築物等の

整備の方針  

商業・業務複合地区については高度な土地活用を促進するとともに賑

わいを創出し、公共公益施設地区については、ゆとりある街並みと定住

促進に繋げるため、建築物の用途の制限を行う。  

商業・業務複合地区の一部の区域については、土地の合理的かつ健全

な高度利用等を図るため、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建

築物の建蔽率の最高限度、建築物の建築面積の最低限度並びに壁面の位

置の制限を定める。  

緑化等の保

全に関する

方針  

みどりの大阪推進計画に基づく「みどりの風促進区域」内であること

を意識し、緑にあふれ潤いのある良好な環境を形成するため、市有地等

の公園緑地等で緑被率 20％を確保する。  



  

２．地区整備計画  

 

 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 
事 

項 

地
区
の  

区
分  

地区の
名称  

商業・業務複合

地区  

(Ａ地区 ) 

商業・業務複合

地区  

（Ｂ地区）  

商業・業務複合

地区  

（Ｃ地区）  

公共公益施設

地区  

(Ｄ地区 ) 

地区の

面積  
約 15.8ha 約 5.6ha 約 5.1ha 約 6.5ha 

建築物等の  

用途の制限  

次 に 掲 げ る 建
築 物 は 建 築 し
てはならない。 

（１）法別表第

二（い）項第四

号 で 定 め る も

の（学校、図書

館など）  

 

（２）法別表第

二（に）項第四

号 及 び 第 六 号

で 定 め る も の

（ ホ テ ル 又 は

旅館、床面積の

合計が 15 平方

メ ー ト ル を 超

える畜舎）ただ

し、動物病院及

び ペ ッ ト シ ョ

ッ プ の 用 途 に

供 す る も の を

除く。  

 

（３）法別表第

二（ほ）項第二

号 で 定 め る も

の（マージャン

屋 、 ぱ ち ん こ

屋、射的場、勝

馬 投 票 券 発 売

所、場外車券売

場 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る も

の）  

 

（４）法別表第

二（と）項第四

号 で 定 め る も

の（火薬類及び

危 険 物 の 貯 蔵

又 は 処 理 に 供

次 に 掲 げ る 建
築 物 は 建 築 し
てはならない。 

（１）法別表第

二（い）項で定

め る も の の う

ち、第五号及び

第 九 号 を 除 く

もの（住宅、兼

用住宅、共同住

宅、寄宿舎又は

下宿、学校、図

書館、老人ホー

ム、保育所、公

衆浴場、診療所

など）  

 

（２）法別表第
二（は）項第二
号 か ら 第 四 号
で 定 め る も の
（大学、高等専
門学校、専修学
校、病院、老人
センター、児童
厚生施設など） 
 
（３）法別表第
二（に）項第四
号 及 び 第 六 号
で 定 め る も の
（ ホ テ ル 又 は
旅館、床面積の
合計が 15 平方
メ ー ト ル を 超
える畜舎）  
 
（４）法別表第
二（ほ）項第二
号 で 定 め る も
の（マージャン
屋 、 ぱ ち ん こ
屋、射的場、勝
馬 投 票 券 発 売
所、場外車券売
場 そ の 他 こ れ

次 に 掲 げ る 建
築 物 は 建 築 し
てはならない。
ただし、土地区
画 整 理 事 業 施
行 地 区 外 の 土
地 に つ い て は
こ の 限 り で な
い。 

（１）法別表第

二（い）項で定

め る も の の う

ち、第五号及び

第 九 号 を 除 く

もの（住宅、兼

用住宅、共同住

宅、寄宿舎又は

下宿、学校、図

書館、老人ホー

ム、保育所、公

衆浴場、診療所

など）  

ただし、本地区

計 画 の 都 市 計

画 決 定 が 告 示

された際、現に

住 宅 の 敷 地 と

し て 使 用 さ れ

て い る 土 地 に

ついて、次の各

号 の い ず れ か

に 該 当 す る 場

合 は こ の 限 り

でない。  

① そ の 全 部 を

一 の 敷 地 と し

て 建 築 す る 場

合  

② 土 地 区 画 整

理法（昭和 29

年 法 律 第 119

号）の規定によ

る 仮 換 地 の 指

次 に 掲 げ る 建
築 物 は 建 築 し
てはならない。 
（１）法別表第
二（ほ）項第二
号 で 定 め る も
の（マージャン
屋 、 ぱ ち ん こ
屋、射的場、勝
馬 投 票 券 発 売
所、場外車券売
場 そ の 他 こ れ
ら に 類 す る も
の）  



  

す る も の で 政

令 で 定 め る も

の）  

 

（５）法別表第
二（り）項第二
号 及 び 第 三 号
で 定 め る も の
（キャバレー、
個 室 付 浴 場 な
ど）  
 

ら に 類 す る も
の）  
 
（５）法別表第
二（り）項第二
号 及 び 第 三 号
で 定 め る も の
（キャバレー、
個 室 付 浴 場 な
ど）  

定 又 は 換 地 処

分 を 受 け た 土

地で、所有権そ

の 他 の 権 利 に

基づいて、その

全 部 を 一 の 敷

地 と し て 建 築

する場合  

 
（２）法別表第
二（は）項第二
号 か ら 第 四 号
で 定 め る も の
（大学、高等専
門学校、専修学
校、病院、老人
センター、児童
厚生施設など） 
 
（３）法別表第
二（に）項第四
号 及 び 第 六 号
で 定 め る も の
（ ホ テ ル 又 は
旅館、床面積の
合計が 15 平方
メ ー ト ル を 超
える畜舎）  
 
（４）法別表第
二（ほ）項第二
号 で 定 め る も
の（マージャン
屋 、 ぱ ち ん こ
屋、射的場、勝
馬 投 票 券 発 売
所、場外車券売
場 そ の 他 こ れ
ら に 類 す る も
の）  
 
（５）法別表第
二（り）項第二
号 及 び 第 三 号
で 定 め る も の
（キャバレー、
個 室 付 浴 場 な
ど）  
 

建 築 物 の 容 積
率の最高限度  

― 10分の 30 ― ―  

建 築 物 の 容 積
率の最低限度  

― 

10分の 20 

ただし、公益

上 必 要 な 建 築

― ―  



  

物については、

こ の 限 り で な

い。  

建築物の建蔽
率の最高限度  

― 

10分の５  

 ただし、法第

53 条 第 ３ 項 第

１ 号 又 は 第 ２

号 の い ず れ か

に 該 当 す る 建

築 物 に あ っ て

は 10 分の１、

第 １ 号 及 び 第

２ 号 に 該 当 す

る 建 築 物 に あ

っては 10 分の

２ を 加 え た 数

値とする  

― ―  

建築物の  

建築面積の  

最低限度  

― 

5,000㎡  

 ただし、公益

上 必 要 な 建 築

物については、

こ の 限 り で な

い。  

― ―  

壁面の位置の
制限  

― 

建 築 物 の 壁
又 は こ れ に 代
わ る 柱 の 面 は
計 画 図 に 示 す
壁 面 の 位 置 の
制 限 を 超 え て
建 築 し て は な
ら な い 。 た だ
し、地盤面下の
部 分 又 は 上 空
に 設 け ら れ る
渡 り 廊 下 そ の
他 の 通 行 又 は
運 搬 の 用 途 に
供 す る 建 築 物
に つ い て は こ
の 限 り で は な
い。 

― ―  

備  考  

 

 


